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東京海上・世界資産バランスファンド（年1回決算型）

愛称︓円奏会ワールド（年1回決算型）
追加型投信／海外／資産複合

上記は過去の実績であり、当ファンドの運⽤成果等を⽰唆・保証するものではありません。 1/5

（2012年11⽉9⽇（設定⽇）〜2016年12⽉27⽇）
配分⽐率の変更について （2017年7⽉12⽇（設定⽇）〜2020年3⽉10⽇）

当ファンドと各マザーファンドの基準価額、および海外株式と海外REITの投資⽐率合計の推移

※当ファンドは分配実績がないことから基準価額（税引前分配⾦再投資）を表⽰しておりません。※海外株式と海外REITの投資⽐率合計は、当ファンドの純資
産総額（⼀部の未払⾦の計上を除く）に占める割合です。※グラフ内に記載の⽇付と数値は、海外株式と海外REITの配分⽐率の変更実施⽇と当該⽇の投資
⽐率合計です。※基準価額は、信託報酬控除後の1万⼝当たりの価額です。※海外株式マザーは、2017年7⽉12⽇を10,000円として指数化したものです。※
各マザーファンドの名称等については、2ページをご参照ください。
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「円奏会ワールド（年1回決算型）」は、市場の動向に応じて、「海外株式」と「海外REIT」の
配分⽐率を調整します。

 2020年2⽉以降、新型コロナ・ウイルスの感染拡⼤懸念を受け、
世界の⾦融市場は⼤きく変動しました。

 これを受け、当ファンドの基準価額の変動リスクが⾼まったことから、
3⽉5⽇に海外株式および海外REITの投資⽐率合計を引き下げ、
24.1％としました。その後も市場のボラティリティ（変動率）は⾼
⽔準で推移したことから、10⽇に再度引き下げを⾏い、海外株式
と海外REITの投資⽐率合計は、17.9％となりました。

世界の⾦融市場は不安定な展開が続いています。しかし、当ファン
ドについては、年初来では海外株式マザー、海外REITマザーが下
落したものの、組⼊⽐率の⾼い海外債券マザーが⼩幅に上昇した
ため、基準価額は⼩幅な下落にとどまっています。

引き続き、市場環境に応じたバランスで分散投資することにより、
ファンドのリスク⽔準を年率3％程度に抑え、安定した収益の確保
をめざして運⽤を⾏ってまいります。

年初来騰落率
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2019年12⽉末〜2020年3⽉10⽇

※当ファンドの騰落率は税引前分配⾦を再投資したものとして
計算しているため、実際の投資家利回りとは異なります。
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＜ ⼀般的な留意事項 ＞

販売会社 （作成⽇現在）

https://www.tokiomarineam.co.jp
サービスデスク 0120-712-016
※⼟⽇祝⽇・年末年始を除く9時〜17時

■ 設定・運⽤ お問い合わせは

商 号 等 ︓東京海上アセットマネジメント株式会社
⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第361号

加⼊協会 ︓⼀般社団法⼈投資信託協会
⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会
⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会

■当資料は、東京海上アセットマネジメントが作成した販売⽤資料であり、⾦融商品取引法に基づく開⽰資料ではありません。お申込みに当たっては必ず投資信
託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧の上、ご⾃⾝でご判断ください。投資信託説明書（交付⽬論⾒書）は販売会社までご請求ください。■当資料の内容は作
成⽇時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。■当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証
するものではありません。当資料に掲載された図表等の内容は、将来の運⽤成果や市場環境の変動等を⽰唆・保証するものではありません。■投資信託は、値動
きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本が保証され
ているものではありません。■投資信託は⾦融機関の預⾦とは異なり元本が保証されているものではありません。委託会社の運⽤指図によって信託財産に⽣じた利
益および損失は、全て投資家に帰属します。■投資信託は、⾦融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適⽤はありません。■投資信託は、
預⾦および保険契約ではありません。また、預⾦保険や保険契約者保護機構の対象ではありません。■登録⾦融機関から購⼊した投資信託は投資者保護基⾦
の補償対象ではありません。

5/5

⽇本証券業協会
⼀般社団法⼈
⽇本投資顧問業

協会

⼀般社団法⼈
⾦融先物
取引業協会

⼀般社団法⼈
第⼆種⾦融商品
取引業協会

株式会社 愛知銀⾏
登録⾦融機関
東海財務局⻑（登⾦）第12号 ○

株式会社 ＳＢＩ証券
⾦融商品取引業者
関東財務局⻑（⾦商）第44号 ○ ○ ○

株式会社 静岡銀⾏
登録⾦融機関
東海財務局⻑（登⾦）第5号 ○ ○

株式会社 栃⽊銀⾏
登録⾦融機関
関東財務局⻑（登⾦）第57号 ○

株式会社 百⼗四銀⾏
登録⾦融機関
四国財務局⻑（登⾦）第5号 ○ ○

株式会社 福岡中央銀⾏
登録⾦融機関
福岡財務⽀局⻑（登⾦）第14号 ○

松井証券株式会社
⾦融商品取引業者
関東財務局⻑（⾦商）第164号 ○ ○

株式会社 ⼭形銀⾏
登録⾦融機関
東北財務局⻑（登⾦）第12号 ○

楽天証券株式会社
⾦融商品取引業者
関東財務局⻑（⾦商）第195号 ○ ○ ○ ○

商号（五⼗⾳順） 登録番号

加⼊協会


